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新・担い手三法成立・公布までの経緯について

１５⽇ 建設業法及び公共⼯事の⼊札及び契約の適正化の促進に関する法律の⼀部を改正
する法律案を閣議決定、国会に提出

４⽇ 建設業法及び⼊契法の⼀部改正法案が参議院国⼟交通委員会において審議、附帯
決議と併せ全会⼀致で賛成が決議

５⽇ 参議院本会議において建設業法及び⼊契法の⼀部改正法案が全会⼀致で可決、成
⽴

６⽇ 品確法の⼀部改正法案が参議院国⼟交通委員会において委員⻑提案で提出され、
審議。附帯決議と併せ全会⼀致で賛成が決議

７⽇ 参議院本会議において品確法の⼀部改正法案が全会⼀致で可決、成⽴
１２⽇ 建設業法及び⼊契法の⼀部改正法公布
１４⽇ 品確法の⼀部改正法公布・施⾏

・
・
・

３⽉

５⽉

６⽉

平成
31年

令和
元年

２２⽇ 建設業法及び⼊契法の⼀部改正法案が衆議院国⼟交通委員会において審議
２４⽇ 建設業法及び⼊契法の⼀部改正法案が附帯決議と併せ全会⼀致で賛成が決議。品

確法の⼀部改正法案が衆議院国⼟交通委員会において委員⻑提案で提出され、審
議、附帯決議と併せ全会⼀致で賛成が決議

２８⽇ 両法案について衆議院本会議において全会⼀致で可決、参議院に送付
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１．（１）工期の適正化
（建設業法第１９条、第１９条の５・６、第２０条、第２０条の２、第２１条、第３４条、入契法第１１条）

実施を勧告

◆中央建設業審議会が⼯期に関する基準を作成
（中央建設業審議会の設置等）

第三⼗四条 （略）
２ 中央建設業審議会は、建設⼯事の標準請負契約約款、⼊札の参加者の資格に関する基準、予定価格を構成する材料費及び役務費以外の諸経費に関す

る基準並びに建設⼯事の⼯期に関する基準を作成し、並びにその実施を勧告することができる。

◆通常必要と認められる期間に⽐して著しく短
い⼯期による請負契約の締結を禁⽌

（著しく短い⼯期の禁⽌）
第⼗九条の五 注⽂者は、その注⽂した建設⼯事を施⼯するために通常必

要と認められる期間に⽐して著しく短い期間を⼯期とする請負契約を締
結してはならない。

注⽂者

◆⼯程の細⽬を明らかにし、⼯程ごとの作業及
びその準備に必要な⽇数を⾒積り

（建設⼯事の⾒積り等）
第⼆⼗条 建設業者は、建設⼯事の請負契約を締結するに際して、⼯事内容

に応じ、⼯事の種別ごとの材料費、労務費その他の経費の内訳並びに⼯
事の⼯程ごとの作業及びその準備に必要な⽇数を明らかにして、建設⼯
事の⾒積りを⾏うよう努めなければならない。

２・３ （略）

建設業者

7

◆⼯事を施⼯しない⽇や時間帯の定めをするときには契約書⾯に明記
（建設⼯事の請負契約の内容）

第⼗九条 建設⼯事の請負契約の当事者は、前条の趣旨に従つて、契約の締結に際して次に掲げる事項を書⾯に記載し、署名⼜は記名押印をして相互に交付しな
ければならない。

⼀〜三 （略）
四 ⼯事を施⼯しない⽇⼜は時間帯の定めをするときは、その内容
五〜⼗六 （略）

◆⼯期に影響を及ぼす事象で認識しているもの
について契約締結までに通知

（⼯期等に影響を及ぼす事象に関する情報の提供）
第⼆⼗条の⼆ 建設⼯事の注⽂者は、当該建設⼯事について、地盤の沈下そ

の他の⼯期⼜は請負代⾦の額に影響を及ぼすものとして国⼟交通省令で定
める事象が発⽣するおそれがあると認めるときは、請負契約を締結するま
でに、建設業者に対して、その旨及び当該事象の状況の把握のため必要な
情報を提供しなければならない。



「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」の改訂
（平成３０年７月２日 建設業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議 申合せ）

○ 働き⽅改⾰関連法による改正労働基準法（H31.4.1施⾏）に基づき、５年の猶予期間後、建設業に時間外労働の罰則付き上限規制が適⽤。
○ 本ガイドラインは、猶予期間中においても、受注者・発注者が相互の理解と協⼒の下に取り組むべき事項を、指針として策定したもの。

１．ガイドラインの趣旨等

○ 建設⼯事の発注の実態や⻑時間労働是正に向けた取組を踏まえ、本ガイドラインについてフォローアップを実施し、適宜、内容を改訂。
４．その他（今後の取組）

ガイドラインの内容

○ 受注者は、違法な⻑時間労働に繋がる「⼯期のﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ」を⾏わない。
○ 予定⼯期内での完了が困難な場合は、受発注者協議の上、適切に⼯期を変更。

補助⾦⼯事では、迅速な交付決定と併せ、繰越制度等を適切に活⽤。
○ 発注⾒通しの公表等により、施⼯時期を平準化。

（２）必要経費へのしわ寄せ防⽌の徹底
○ 社会保険の法定福利費などの必要経費を、⾒積書や請負代⾦内訳書に明⽰。
○ 公共⼯事設計労務単価の動きや⽣産性向上の努⼒等を勘案した適切な積算・

⾒積りに基づき、適正な請負代⾦による請負契約を締結。

（３）⽣産性向上
○ 受発注者の連携により、建設⽣産ﾌﾟﾛｾｽ全体における⽣産性を向上。

・３次元モデルにより設計情報等を蓄積・活⽤するBIM/CIMの積極活⽤
・プロジェクトの初期段階から受発注者間で設計・施⼯等の集中検討を⾏う

フロントローディングの積極活⽤ 等

（４）下請契約における取組
○ 下請契約においても、適正な⼯期および請負代⾦により契約を締結。
○ 週休２⽇の確保に際して、⽇給制の技能労働者等の処遇⽔準に留意し、労務

費等の⾒直し効果が確実に⾏き渡るよう、適切な賃⾦⽔準を確保。
○ ⼀⼈親⽅についても、⻑時間労働の是正や週休２⽇の確保等を図る。

（５）適正な⼯期設定等に向けた発注者⽀援の活⽤
○ ⼯事の特性等を踏まえ、外部機関（ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ企業等）を活⽤。

２．時間外労働の上限規制の適⽤に向けた基本的な考え⽅

（１）請負契約の締結に係る基本原則
○ 受発注者は、法令を遵守し、双⽅対等な⽴場で、請負契約を締結。

（２）受注者の役割
○ 受注者は、建設⼯事従事者の⻑時間労働を前提とした不当に短い⼯期と
ならないよう、適正な⼯期で請負契約を締結。

（３）発注者の役割
○ 発注者は、施⼯条件の明確化等を図り、適正な⼯期で請負契約を締結。

（４）施⼯上のリスクに関する情報共有と役割分担の明確化
○ 受発注者は、⼯事実施前に情報共有を図り、役割分担を明確化。

（１）適正な⼯期設定・施⼯時期の平準化
○ ⼯期の設定に当たっては、下記の条件を適切に考慮。
・建設⼯事従事者の休⽇（週休２⽇等）
・労務・資機材調達やBIM/CIM活⽤等の準備期間、現場の後⽚付け期間
・降⾬⽇、降雪・出⽔期等の作業不能⽇数 等

○ 業種に応じた⺠間⼯事の特性等を理解のうえ協議し、適正な⼯期を設定。
○ 週休２⽇等を考慮した⼯期を設定した場合、必要な労務費や共通仮設費

等を請負代⾦へ適切に反映。特に公共⼯事は、週休２⽇⼯事の件数拡⼤。

３．時間外労働の上限規制の適⽤に向けた取組
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４.（１）施行時期について

令和元年
6⽉ 令和２年 令和３年 4⽉

６⽉１２⽇公布

公布の⽇から起算して⼀年六⽉を超えない
範囲内において政令で定める⽇から施⾏する

・許可基準の⾒直し
・著しく短い⼯期の禁⽌

など技術検定制度の⾒直し以外の部分

公布の⽇から起算して⼆年を超えない
範囲内において政令で定める⽇から施⾏する

・技術検定制度の⾒直し

⼀年六⽉

⼆年

※公共⼯事の品質確保の促進に関する法律は令和元年６⽉１４⽇に施⾏済


